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要旨 

 

拡張された２部門不均衡アプローチの枠組みの中で、先進国、途上国あわせて 51カ国、

24年間のサンプルを用い、国際貿易が経済成長に与える経路を明らかにし、東アジア諸国

が他の国々と異なるか否かを検証した。その結果、輸出産業と非輸出産業の間の生産性格

差、輸出産業から非輸出産業への技術・知識のスピルオーバー、および輸入中間財と国内

中間財の生産性格差が経済成長に重要な役割を演じていることが確認できた。さらに、経

済成長メカニズムの違いによってグループ化された東アジア諸国は生産性格差と外部経済

効果の点で他の発展途上国のみならず先進諸国とも異なり、国際貿易が経済成長に大きな

影響を与えるメカニズムを持っていることが確認できた。このうち技術・知識のスピルオ

ーバー効果は市場の歪みが是正された後にも持続する可能性があり、経済発展の見地から

は特に重要である。 
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はじめに 

 
  国際貿易の増大、ないし貿易の自由化が経済成長に与える影響に関しての議論は古
いにもかかわらず、確定的な結論は今に至っても出ていない１。結論のでない理由の一

つは、貿易が経済成長に与える経路が未だ不明だからである。しかし、経済成長と国

際貿易に関する初期の議論２から現在に至るまでに、この経路に関して明らかになった

ことは少なくない。 
貿易の増大が経済成長を促す経路は一つではない。貿易が生産性上昇を媒介として

経済成長を加速する可能性がいくつか存在する３。貿易を通じて中間財と資本財の種類

が増え、自国の生産技術により適した投入財の組み合わせが可能になる。その結果、

生産性が上昇する。または、技術や知識は貿易を通じ、国境を越えて伝播することが

近年明らかになりつつある４。例えば、貿易は国境を越えて生産技術、製品のデザイン

等に関する情報の交換を誘発するので、貿易相手国から学習することによって自国の

技術や製品開発能力と組み合わせて生産性を上昇させることができる。あるいは貿易

による競争によって新しい技術の開発、ないし海外の新しい技術の模倣が促がされ、

当該産業の生産性を上昇させることも考えられる。 
学習効果は国内の産業間でも生じうる。仮に経済を貿易産業と非貿易産業に分ける

ことができるとすると、国際市場で獲得した貿易産業の技術や知識が、その他の非貿

易産業にスピルオーバーすることによって、経済全体の成長を速める可能性が考えら

れる。この場合、生産性の低い国内産業から高い貿易産業への資源の再配分が円滑に

行われれば、高い経済成長率だけでなく、最適な経済規模をも実現する５。 
このように貿易産業と非貿易産業の間に生産性格差が存在する場合、貿易の増大が

全体の経済成長率を押し上げる効果がある。しかし、例えば、この産業間の生産性格

差が政策、市場の構造的な硬直性等によって生じており、それが解消されない場合に

は、貿易が経済全体の高い成長率をもたらしたとしても、その背景に必ずしも最適な

経済パフォーマンスが存在するわけではない。産業間の生産性格差は経済全体でみれ

ばその経済が最適な生産量を下回った生産をしていることを意味するからである６。と

ころが、生産性格差が大きければ大きいほど生産量はますます最適規模を下回り、ゆ

えに経済はわずかな増加分にも大きく反応し、経済成長率は高くなる可能性がある。 
このように経済成長率だけからは、それが経済の有する外部経済メカニズムによる

ものなのか、あるいは市場の硬直性や政策による歪みによるものなのかを判断するこ

とができない。 
これら貿易を通じた経済成長への 2つの経路、すなわちlearning by doingによって貿

易産業の技術・知識が他の産業にスピルオーバーする経路と産業間での生産性格差に

よる経路を分離して分析できる枠組みとして２部門不均衡アプローチがある。しかし、

従来このアプローチでは輸入を通じた経路を考慮してこなかった７。上述したように資
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本財・中間財の輸入は投入要素の種類を増やし、最適な生産要素の組み合わせを可能

にすることによって生産性を上昇させる。そこで本論では貿易産業の技術・知識の他

産業への外部経済効果、生産性格差の影響、資本財輸入と中間財輸入の役割に焦点を

当てて分析する。 
単なる輸出と経済成長との相関、ないし因果関係ではなく、輸出入が経済成長に与

えるこのような経路を先進国、途上国あわせて 51カ国のサンプルを用いて検証するこ
と、東アジア諸国が他の国々と異なるか否かを検証すること、この 2 点が本論の目的
である。これらの目的を達成するために本論では次の 4点を試みる。1.国際貿易と経済
成長の経路をモデル化するために、従来の２部門不均衡アプローチに資本財輸入と中

間財輸入による経済成長への影響をモデルに組み入れる。2.拡張された２部門不均衡ア
プローチの枠組みの中で東アジア諸国がその他の国々、その他の発展途上諸国とどの

ように異なるかを分析する。3.従来、分析上、アプリオリに同一の構造パラメータを持
つと仮定されることの多かった東アジア諸国について、同一と仮定するための基準を

定義し、4.この基準に沿ったグループで 1と 2の分析を行う。本論の構成は以下の通り
である。 
２節で２部門不均衡アプローチのこれまでの成果と問題点を記述する。３節では本

論で使用している２部門のモデルを提示する。本論のモデルでは経済成長の要因とし

てこれまで明示的に組み込まれることのなかった資本財輸入と中間財輸入の影響を考

慮している。モデルは資本財か中間財かという輸入投入財のカテゴリーで２つに分け

られ、それぞれのモデルが提示される。４節では、これまでの多くの研究で明らかに

なった２部門不均衡アプローチの欠点を改善した、クロス・カントリー・データとプ

ール・データそれぞれによる推計結果が示される。５節では東アジア諸国の経済成長

メカニズムの同質性を論じ、東アジア諸国の中でも同質的な経済が他の国々と異なる

か否かという問題に焦点を当てる。６節では５節までに推計されたパラメータを用い、

経済成長率を５つの要因に分解し、各グループ･地域ごとの特徴を明らかにする。７節

では本論で得られた観察事実の要約と解釈、そして今後のあるべき研究方向を示す。 

 
２．２部門不均衡アプローチ－これまでの成果と問題点 

 
前節で高い経済成長率は投入要素の増加のみならず、貿易による競争、学習効果等

による生産性の上昇、輸出促進政策等による産業間での生産性の格差によって生じる

可能性を指摘した。この産業間での生産性格差の存在と輸出による正の外部効果が経

済成長にいかなる影響を与えているかという問題を、生産関数を用いて、実際の産業

別投入要素のデータを用いることなく集計されたデータのみを使用して統計的に検証

可能にしたものがFeder(1982,1986)８のモデルである。 
Federによる２部門不均衡アプローチ９はその後多くの応用とモデルの拡張がおこな
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われた。例えば、Rana(1988)１０はBalassa(1985)１１の推計式とFederモデルの比較１２を

1973年のオイルショック前後に分けたプールデータで検証している。そしてBalassaの
推計式による結果は安定的だが、Federモデルによる結果は期間の取り方、推計方法に
よって異なり、安定的ではないという結論を下している。Kohli and Singh(1989)１３は２
部門不均衡アプローチをクロス・カントリーデータに用い、輸出成長率と経済成長率

の非線型の関係を検討し、輸出が経済成長に影響を与えるための最低努力基準がある

ことを実証している。Ram(1986)１４は時系列データとクロス・カントリー・データを用
い、政府消費で代理した政府のサイズと経済成長との関係を２部門不均衡アプローチ

のフレームワークで分析している。彼はクロス・カントリーと時系列のそれぞれの推

計結果から政府サイズが経済成長にポジティブな外部経済効果を持つと結論している。

Hansen(1994)１５は同様に政府支出で代用した政府サイズが経済成長に影響するかどう
かを、先進 5 カ国の時系列データで検討している。時系列での分析でもプール・デー
タでの分析でも政府のサイズの影響は確認できないが、変数の取り方で結果が変わる

可能性を指摘し、時系列でもプール・データでも分析結果は頑健ではないことを示唆

している。Greenaway and Sapsford (1994)１６は経済成長率を輸出成長率に回帰させる従
来の生産関数アプローチと２部門不均衡アプローチの双方のモデルを19カ国の時系列
データで検証しているが、有意な結果を得ていない。Alexander(1994)１７は労働と資本
のほかに貨幣を生産要素としてFederモデルを組み立て、政府部門と輸出部門の外部経
済効果を検証している。23カ国 26年間のデータでの実証で、いずれの外部経済効果も
ポジティブでかつ統計的にも有意な数値を得ている。Iscan(1998)１８はFederモデルを輸
出と技術進歩の関係に応用し、メキシコ製造業の貿易自由化の影響を 47製造業の 1970
から 90年までのパネル・データで検証し、中間財輸入の増大が生産性の上昇に貢献し
ていたことを明らかにしている。Begum and Shamsuddin (1998)１９はバングラデシュの
輸出と経済成長の関係を時系列データで検証し、輸出の産業間の生産性格差と外部経

済を通じた経済成長への経路を確認している。 
Federモデルについてのいくつかの重要な指摘と修正も 1990 年代になされている。

Esfahani(1991)２０は輸出が経済成長に結びつく経路に、輸出による外貨の獲得とその外
貨による中間財輸入があることを明示的にモデルに含めた２１。彼は輸出の増大はこの

輸入制約を緩和することによって経済成長に寄与することを 31 の新興工業国の 1960
年から 86年までのデータで示した。また、彼は同時に輸出成長率と経済成長率の同時
性を考慮して、同時方程式による推計も行っている。 

Bliginsoy and Khan(1994)２２はFeder(1982)が付加価値ベースの生産額と総生産額の違
いを混同しているとして、総付加価値額と総生産額との関係をモデルに組み入れた推

計式で分析を行っている。Feder(1982)では資本と労働を投入要素とする生産関数によ
って総付加価値を定義しており、Bliginsoy and Khan(1994)では同様の生産関数を総生産
量と定義しているという違いがある。ただし、Bliginsoy and Khan(1994)の批判は生産関
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数に中間投入財を含めないまま総生産量を定義しているところに問題がある。すなわ

ち、中間財投入を考慮した生産関数で定義されたアウト・プットを総生産量とするべ

きである２３。本論ではこの考えに従って後述するように資本財と中間財をそれぞれ投

入要素とする生産関数のアウト・プットを付加価値ベースの生産量と総生産量の２つ

にそれぞれ分けて考えることにする。 
一方、Federモデルの推計上の問題点を指摘しているものにAlexander et.al.(1996)２４が

ある。彼らはFederモデルやその拡張モデルの推計が統計上、正確な有意性の検定にな
っていないことを示し、Federその他のモデルの再推計を行っている。彼らの疑義は、
検証した係数推定値が検証したい係数（Federモデルでは輸出産業と非輸出産業の間の
限界生産性格差と輸出の非輸出産業に与える外部経済の規模）の非線形関数になって

いるにもかかわらず、この関係を無視して結論を導いてしまっていることにあった。

そこで彼らはWald検定と信頼区間の推定によって、これまでの実証結果のうちいくつ
かは結論がミスリーディングであったことを明らかにしている。実際彼らの提案した

検定方法によると、Feder(1982)の他はAlexander(1994)を除けば、計測したい係数の推定
値は統計的に有意ではなくなり、導かれた結論には大きな疑問が残る結果となってい

る。 

 
３．輸出、資本財輸入、中間財輸入と経済成長－２部門不均衡モデル 

 
３．１ 輸入資本財投入と経済成長 
 既に述べたように、Federのモデルは資本財、中間財輸入による経済成長の可能性を
考慮していない。そこで本節では資本財、中間財輸入の役割を明示的に組み込んだ 2
部門不均衡モデルを提示する。 
  国内市場向け産業（Ｎ）と輸出産業２５（Ｘ）の生産関数をそれぞれ次のように表す。

国内市場向け産業は輸出産業からの外部経済を受けると仮定し、輸出産業は獲得した

外貨によって、または政府の政策によって輸入資本財をその生産に使用できるとする
２６。 

 
( ) ( ) ( ( ), ( ), ( ))1 N t F K t L t X tn n=  

( ) ( ) ( ( ), ( ), ( ))2 X t G K t K t L tx m x=  

 
生産関数Ｆは、輸出産業からのスピルオーバー効果を所与とした場合、資本と労働

の投入に対し規模に関する収穫一定を仮定する。生産関数Ｇも規模に関して収穫一定

を仮定する。さらに両関数とも微分可能条件を満たすものとする。 
この２つの産業の生産要素市場で最適資源配分が達成された時に、社会全体の実質

国内総付加価値(Ｎ+Ｘ)が最大になる。しかし、様々な理由によって国内市場向け産業
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と輸出向け産業で生産要素の移動が円滑ではなく、あるいは２つの生産要素市場が分

離されている場合、輸出産業の限界生産性が国内市場向け産業のそれよりも高い可能

性がある。例えば、ある産業が輸出できるということは、その産業に国際市場におい

て、価格ないし質的競争力があることを意味している。このことは特に発展途上国の

場合に当てはまると考えられる。一般に途上国では、国内市場よりも国際市場の方が

製品の価格と品質に対する要求が高く、ゆえに国内市場向け産業よりも輸出市場向け

産業の方が効率的な生産をしていると考えられるからである。または輸出産業は国際

取引を通じてより効率的な経営管理のマネージメントや新しい技術、デザイン等を学

ぶことができる。あるいは、輸出補助金や輸出産業への優遇税制といった輸出産業に

有利な制度、政策の適用等の超輸出促進政策２７によって、限界生産性格差が生じてい

る可能性もある。 
２部門不均衡アプローチは、輸出成長率の上昇がこの格差を通じて経済成長率に与

える影響の経路を陽表的に検証することを可能にしている。 
一方、輸入資本財と国内で生産された資本財の生産性格差は、何らかの輸入政策（関

税等の輸入制限のみならず、輸入補助金といった輸入奨励策をも含む）２８によって国

内資本財市場と国際資本財市場の間にディストーションが存在した場合、あるいは国

内市場が未成熟で硬直的であった場合に生じる。本論のアプローチは資本財輸入比率

がこの生産性格差を通じて経済成長率に与える影響の経路の有無、その大きさの検証

を可能にしている。 
２つの産業の資本財と労働の限界生産性格差をδa、輸入資本財と国内資本財の限界生

産性格差をηaで表す２９。δaとηaの添字aはδとηが資本財輸入モデルの係数であることを
示す。これ以降時間の添字ｔを省略する。 

 
G
F

G
F

G
G

K

K

L

L

a a

K

K

a a

x

m

x

= = + ∈ + ∞

= + ∈ + ∞

1 0

1 0

δ δ

η η

, [

, [

, ),

, ).
 

 
ＧｉおよびＦｉは両部門のそれぞれの生産要素ｉの限界生産性である。この経済にデ

ィストーションが存在せず、競争均衡の条件が満たされる場合、δa=ηa=０となり、最適
資源配分が達成される。 

ここで &Z dZ
dt

= として次式を得る。 

 
( ) & & &

& & & & & &

& & & [ & & & ] ( ) &

3

1

Y N X

F K F L F X G K G K G L

F K F L F X F K F K F L F K

K n L n X K x K m L x

K d L X
a

K x K m L x
a a a

K m

x m

= +

= + + + + +

= + + + + + + + +δ η η δ
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輸出産業の生産関数から次の関係を導くことができる。 

 

F K F K F L X F KK x K m L x a
a

K m& & &
&

&+ + =
+

−
1 δ

η  

 
簡単化のために国内資本財も輸入資本財も資本減耗を無視すれば、 & & &K K K In x d+ = = お

よび &K Mm = k となる。ここでKdは国内で調達される資本ストック、 Iは国内投資、Mkは

輸入資本である。

  この結果を用いて(3)式を書き換え整理すれば次の(4)式を得る。 

 

( ) & & & ( ) &4
1

1Y F I F L F X F KK L

a

a X
a

K m= + +
+

+
⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟ + +

δ
δ

η  

 
次に、国内市場向け産業の生産関数を次のように仮定する。 

 
N F K L X X K Ln n n n

aa
= = ∈( , , ) ( , ), [ , ]θ φ θ 0 1 . 

 
生産関数Ｆの仮定からφは一次同次である。θaの添字aはθが資本財輸入モデルの係数で
あることを示す。これより、この産業の輸出産業による限界生産性(ＦX)は以下のよう
に表現できる。 

 

F N
X

N Y
X Y

X Y
X Y X Y

X
a a a

a
a= ⎛

⎝⎜
⎞
⎠⎟
= =

−
= −θ θ θ θ θ( / )

( / )
( / )

( / ) /
1

 

 
さらに(4)式の右辺第２項に関して、多くの先行論文に従い、労働の平均生産性と限

界生産性の間に線形の関係を仮定し、 F Y
L

L
a= ⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟

λ とすると、結局、GDP 成長率は次

式によって表される。 

 

( )
& & & &

( )5
1

1Y
Y

F I
Y

L
L

X
Y

X
X

X
X

F M
Y

K
a

a

a
a a a

K
k

= + +
+

−
⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟ + + +λ δ

δ
θ θ η  

 
実質国内総付加価値（実質GDP）成長率は投資比率、労働成長率、輸出成長率、そ

して資本財輸入比率で表すことができる。ウェイト（輸出-GDP比率）付きの輸出成長
率の係数は生産性格差δaと非輸出産業に与える輸出の外部経済効果の大きさを示すθa
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（以後、外部経済効果と呼ぶ）からなる。またウェイトの付かない輸出成長率の係数

はθaのみであるため、δaもθaも推定することができる。しかし、このFederによる定式化
はこれまで広く用いられてきたが、後にみるように推計上の問題が生じる。よって、

上式に簡単な変更を加えて次の式を得る。 

 

( )
& & & &

6
1

Y
Y

F I
Y

M
Y

L
L

X
Y

X
X

N
Y

X
X

F M
Y

K
k a

a

a
a a

K
k

= + + +
+

+ +
⎛

⎝

⎜
⎜
⎜

⎞

⎠

⎟
⎟
⎟

λ δ
δ

θ η  

 
この(6)式が資本財輸入モデルの推計に使用する式である。すでに指摘したように、

資源の最適配分が達成された場合、δa=ηa=０となる。その際に輸出成長率の上昇は外部
経済効果を通じてのみ経済成長に正の影響を与える。資本財輸入比率の上昇は資本財

生産性格差がゼロでも国内投資と同様に非輸出産業の限界生産性を通じて経済成長率

に正の影響を与える。生産性格差と資本財生産性格差がゼロではない場合、すなわち

資源の最適配分が達成されていない場合、輸出成長率と資本財輸入比率の経済成長率

に与える影響の程度は生産性格差δaとηaが大きくなるに従ってそれぞれ増大する３０。 
ここで注意しなければならないことは、２つの生産性格差が増大するに従って、国

際貿易の経済成長率に与える影響の程度は増大するが、経済は最適レベルからますま

す乖離(低下)していく、ということである。たとえば輸出財産業と非輸出財産業の間の
ディストーションを大きくするような超輸出促進政策の採用は、輸出成長率上昇の経

済成長率への正の影響を強化するが、経済は最適レベルからはますます遠ざかってい

くことになる。δaとηaが大きい場合、経済のレベルは最適レベルより低いと考えられる

から、輸出成長率や資本財輸入比率の上昇による経済成長率への影響は大きい。一方、

δaとηaが小さい場合、経済レベルはすでに最適水準に近づいているために、輸出成長率

の上昇や資本財輸入比率の増大による経済成長率への影響は小さくなると考えられる。

そこで本論ではこのδaとηaを経済の制度的なディストーションの程度、と同時にこれら

がゼロ以上の値を想定しているので、輸出産業にバイアスを持った政策の強度と解釈

することにする。便宜上δaを生産性格差、ηaを輸入資本財格差と呼ぶことにする。 

 
３．２ 輸入中間財投入と経済成長 

 
 前記の輸入資本財投入モデルと同様に国内市場向け産業（Ｎ）と輸出産業（Ｘ）の

生産関数をそれぞれ次のように仮定する。国内市場向け産業は輸出産業からの外部経

済を受け、輸出産業は獲得した外貨、ないしは政策によって輸入中間財をその生産に

使用できると仮定する。生産関数の仮定は資本財輸入モデルと同じである。 

 
( ) ( ) ( ( ), ( ), ( ), ( ))7 N t F K t L t V t X tn n n=  
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( ) ( ) ( ( ), ( ), ( ), ( ))8 X t G K t L t V t V tx x x m=  

 
ここで、資本財輸入モデルと同様に輸出産業と国内市場向け産業では資本と労働の

限界生産力が、輸出産業における国内資本と輸入資本ではそれぞれの限界生産力が異

なると仮定する。以下時間の添字ｔを省略する。添字 b は各係数が中間財輸入モデル
のものであることを示す。 

 
G
F

G
F

G
F

G
G

K

K

L

L

V

V

b b

V

V

b b

x

m

x

= = = + ∈ + ∞

= + ∈ + ∞

1 0

1 0

δ δ

η η

, [ ,

, [

),

, ).

 

 
国内総生産はこの２つの産業の生産量を合計したものだから、以下を得る。 

 
( ) & & &

& & & & & & & &

& & & & [ & & & ] &

9 Q N X

F K F L F V F X G K G L G V G V

F K F L F V F X F K F L F V G V

K n L n V n X K x L x Vx x V m

K L V d X
b

K x L x V x V m

m

m

= +

= + + + + + + +

= + + + + + + +δ

 

 
ここでVd =Vn +Vxは国内で生産された中間財を表す。輸出産業の生産関数から次の関係

を導くことができる。 

 

F K F L F V X G V
K x L x V x b

V m

b

m& & &
& &

+ + =
+

−
+1 1δ δ

 

 
この結果を用い、(9)式を書き換え、整理すれば次式を得る。 

 

( ) & & & &10
1

1
1

Q F I F L F V F X G VK L V d

b

b X b V mm= + + +
+

+
⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟ +

+
δ
δ δ

&  

ただし、 I K Kn= +& &x

∈ ]

である。 
また、国内市場向け産業の生産関数を 

 
N F K L V X X K L Vn n n n n n

bb
= =( , , , ) ( , , ), [ ,θ φ θ 0 1  

 
と仮定すると、この非輸出産業が輸出産業から受ける外部経済の限界生産性FXは次の

ように表現できる。 
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F N
X

N Q
X Q

X Q
X Q X Q

X
b b b

b
b= ⎛

⎝⎜
⎞
⎠⎟
= =

−
= −θ θ θ θ θ( / )

( / )
( / )

( / ) /
1

 

 
  一方、総生産と付加価値との間には次のような関係が存在する。 
p Y pQ p V p Vy v d= − − m m  

ここでｐ，ｐｙ，ｐｖ，ｐｍはそれぞれ総生産、総付加価値、国内中間財、輸入中間財の

価格である。両辺の変化分をとり、数量の変化と価格の変化の項に分けると次式を得

る。 

 

& & & & & & & &Y p
p

Q p
p

V p
p

V p
p

p
p

Q p
p

p
p

V p
p

p
p

V p
p

Y
y

v

y
d

m

y
m

y

v

y

v

v
d

m

y

m

m
m

y

y
= − −
⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟ + − − −

⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟  

 
右辺 2番目の括弧内の価格効果をゼロと仮定する３１と次の(11)式を得る。 

 

( ) & & & &
&

&11
1

1
1

Y p
p

F I F L F p
p

V X Q X
X

p
p

G p
p

V
y

K L V
v

d

b

b
b b

y
b V

m

y
mm= + + −

⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟ +

+
−

⎛
⎝
⎜

⎞
⎠
⎟ +

⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥ + +

−
⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥

δ
δ

θ θ
δ

 

 
ＦＶは非輸出部門の国内中間財の限界生産性である。国内市場向け産業が利潤極大行動

をとっている限り、FV =PV /Pが成立する。さらに、資本財輸入モデルと同様に、労働の

限界生産性を F Y
L

L
b= ⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟

λ と仮定すると、結局GDP成長率は次式によって表される。 

 

( )( )
& & & &

12
1

1Y
Y

F pI
p Y

p
p

L
L

pX
p Y

X
X

pN
p Y

X
X

p
p

p
p

V
Y

V
V

K
y

b

y

b

b
y

b

y

v

y

b m

y

m m

m
= + +

+
+ + + −

⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥λ δ

δ
θ η

&
 

 
この(12)式が次節の推計に使用する式である。ここで、δb、θb、ηbはそれぞれ、生産

性格差、外部経済効果、輸入中間財格差を表す。 
(12)式の右辺第 5項の[・]内の値は中間財の輸入に何の障壁もなく、国内市場で競争
価格が決定されていればηb =０、pv = pmでゼロになり、中間財輸入は経済成長に影響を

与えない。しかし[・]内の値はηbのみならずpv と pmの相対的大きさにも影響を受ける。

例えば輸出産業にバイアスを持つ政策が取られ、中間財の輸入を促進するために輸入

価格が低く抑えられていた場合、ηb＞０のもとで[・]内の値は正になる。輸出産業を中
間財輸入に関して優遇するような輸出促進政策をとっている場合である。一方で輸入

中間財格差が正であっても輸入中間財価格が国内中間財価格を大幅に上回れば[・]内は
負になる可能性もある。政策等による市場の歪みが小さな経済では、おおよそpv = pmか
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つηb =０が成立していると考えられるので、輸入中間財による経済成長への影響は微少
であると予想される。そこで本論ではこの[・]内の値を価格効果を含んだ輸入中間財の
生産性格差、ないしは輸出産業にバイアスを持つ政策の強度と解釈することにする。

以下、表記を ( )p
p

p
p

v

y

b m

y
p
b1+ −

⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥=η η と改める。 は正負、ゼロいずれの値もとりうる。 ηp

b

生産性格差δb、外部経済効果θbの解釈は資本財輸入モデルの場合と同じである。 

 
４.推計 

 
４．１ 推計式と推計すべき係数について 

 
資本財輸入ケース 

 

まず(6)式でα1 = FK、 s I
YI = 、 、α λ2 =

a l L
L

=
&
と表示する。ＦＫは非輸出財部門の

限界生産性である。 
Alexander et.al.(1996)が指摘しているように、(5)式では係数の推定値の有意性検定を

直接δaの有意性検定に用いることができない。計測される係数推定値は実際に検定した

い係数の非線形になっており、かつ一つの係数推定値に求めたい二つのパラメータが

存在するからである。一方、(6)式では直接的にｔ検定でその有意性を知ることができ
る。そこで、(6)式に従って輸出成長率に関わる定数と変数を区別してまとめ、

α δ
δ

3
1

=
+

a

a 、s X
YX = 、 x X

X
=

&
、 、α θ4 = a s N

YN = とする。輸入成長率には輸入資本

財と国内資本財の限界生産力格差を示すη aと非輸出部門の資本の限界生産性 FKの積

がパラメータとして存在するが、資本の限界生産性は投資比率の項にも存在するので、

資本の限界生産力格差の値は単独で求めることができる。 
定数項 c を加え、さらに well-behaved な誤差項 ε を加えて、(6)式をパラメータと変

数によって次式のように示すことができる。 

 

y c s s l s x s x sI Mk X N Mk= + + + + + + +⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟α α α α α1 2 3 4 5 ε

0

 

 
本論ではδaの有意性検定を次のように行う。まずδaをα3の係数推定値の非線型制約に

ついて解き、漸近的に標準正規分布に従う統計量３２によって検定する。帰無仮説と対

立仮説はそれぞれ、H H0 10: , :δ δ= ≠ であり、求めたい統計量ｚ３３は以下の通りで

ある。 
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[ ]
z

est Var

f

f Var
N= =

′

$

. ( $)

( $ )

( $ ) ( $ )
~ ( ,δ

δ

α

α α

3

3 3
2

0 1)  

 
ここで、 

$ ( $ )
$

$
δ α α

α
= =

−
f 3

3

31
 

である。 
また、資本の国内財と輸入財の生産性格差を示すηaは(α5 /α1)によって求められるが、

これにより生じる非線型の問題もやはり上記の方法に従って検定を行う。 

 
 
中間財輸入ケース 

 
前節の資本財輸入モデルと同様に定数項 cと誤差項 εを加えて、(12)式をパラメータ

と変数によって次式のように示す。 

 

y c s l s x s x s vI
n

X
n

N
n

V m m= + + + + + +β β β β β1 2 3 4 5 ε  
 
この中間財輸入の推計式が資本財輸入のそれと異なるのは輸入中間財シェアを除く他

のシェアが名目値であること、β λ2 =
b

Y

p
p
、 、β η5 = p

b s V
YV m

m
= 、v V

V
m

m

m
=
&
であること、

中間財輸入のパラメータはβ5だけであり、資本財輸入のケースとは違いβ1は関係しない

こと、である。各係数推定値の解釈と検定方法については、 β1 = FK、 β δ
δ3 1

=
+

b

b 、

であるので、資本財の場合と同じであるが、先述したようにββ θ4 =
b

5は価格効果を含

んだ輸入中間財格差であることに注意を要する。 
  本論では以下、推定値を示すハット（＾）は省略する。 
  使用したデータは、実質GDP(Y)，投資(I)，労働者数３４(L)と資本財の価格指数につい
てはPenn-World Tables Mark V ３５から、輸出(X)、資本財輸入(MK)、中間財輸入(VM)はア
ジア経済研究所貿易統計検索システムＡＩＤ-ＸＴより、輸出価格指数、中間財の輸入
価格指数は国際通貨基金(IMF)International Financial Statistics (IFS)よりそれぞれ求めて
いる。また欠損値はIFSおよび世界銀行World Tables各年版によって補い、Penn-World 
Tables とその他のデータの乖離３６はやはりこの 2つのデータソースによって調整して
いる。資本財輸入として国際貿易商品分類(SITC)の７部（機械類および輸送用機器類）
３７を、中間財輸入として国際貿易商品分類５部（化学工業製品）と６部（原料別製品）

をそれぞれ当てている。輸出入価格指数はそれぞれの単位価格指数で代用している。 
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４.２ クロス・カントリーによる推計 

 
２部門不均衡アプローチを用いたこれまでの実証研究のうち、Federをはじめとする
いくつかの論文では、ある期間の平均値を用いたクロス・カントリーによる推計を行

っている。これは、ほとんどすべての国で多くの変数に大きな変動が観察され、時系

列のみならず、時系列とクロス・カントリーのプール・データでさえも安定的で統計

的、経済学的に意味ある推計結果が得にくいことによる、と思われる３８。またこの場

合、解釈上、生産性格差の効果が長期にわたって存続する理由を必要としない。 
そこで本節では考察期間の平均値を用いた推計結果を示し、輸入資本財格差と輸入

中間財格差が、経済成長を説明するためにどのように重要な役割を担っているかとい

う問題について考察する。 
表１は全標本 51カ国と発展途上国 32カ国の推計結果を示している。Federモデルと

Bilginsoy and Khanモデルは本論の資本財輸入モデル、中間財輸入モデルからそれぞれ
輸入資本財格差項、輸入中間財格差項を除外して推計したものである。本論で考察対

象としている期間は 1968年から 92年までの 24年間で対象国は 51カ国である。推計
は OLS を基本とし、White の（10％を基準とした）不均一分散テストによって不均一
分散が疑われる場合については、ウェイト付き最小２乗法（WLS）を採用し、不均一
分散の改善を図っている。結果については White の不均一分散一致推定量によって評
価した諸統計量を採用している。これは OLS と WLS による標準誤差の比較を可能に
するためである。また参考のために Feder(1982)と Bilginsoy and Khan(1994)の結果も併
記した。 
まず資本財輸入モデルと中間財輸入モデルの結果を見ると、資本財輸入モデルの輸

入資本財格差がマイナスの値をとっていることが分かる。資本財輸入モデルでは、資

本財輸入によって付加価値が増大する効果よりも輸入増による付加価値減少の影響が

大きい可能性を示している。一方、中間財輸入モデルではすべての係数推定値が正で

統計的にも有意にゼロとは異なり、モデルの含意がデータで確認されている。 
次に Federモデルと資本財輸入モデル、Bilginsoy and Khanモデルと中間財輸入モデ
ルをそれぞれ比較すると、生産性格差が資本財･中間財輸入モデルの方が小さいことが

分かる。一方、全標本 51 カ国の結果でも発展途上国 32 カ国の結果でも、外部経済効
果は資本財・中間財輸入モデルの方が大きいが、その差は微少である。つまり、輸入

資本財格差、ないしは輸入中間財格差を除いた場合、生産性格差が過大に評価される

可能性があることを示唆している。また、輸入中間財格差は全標本 51カ国でみても発
展途上国 32カ国でみても 1を大きくを超え、統計的にもきわめて有意に帰無仮説を棄
却できる。 
このように輸入資本財･輸入中間財格差を入れた場合と入れなかった場合では経済
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成長への国際貿易の貢献度が大きく異なってしまうことが分かる。輸入の役割を考慮

してこなかったこれまでの２部門不均衡アプローチは、経済成長への国際貿易の与え

る影響を検証するという目的からは不十分であったことになる。 

 
４.３ プール・データによる推計 

 
２部門不均衡アプローチで平均値を用いた推計では比較的安定的なパラメータを推

計できるが、各国の時系列データを 1 時点に凝縮してしまう結果、それぞれの国の持
つ時系列の情報を捉えることができない３９。そこで次にプール・データによる推計を

試みる。対象国は 4.２と同じ 51カ国で、期間は 1968年から 92年である。各時系列デ
ータの極端な変動を取り除くために、3期(年)の移動平均を施している。また推計式か
ら明らかなように説明変数の中に輸出成長率が 2 箇所含まれる。このためこの二つの
変数間に強い相関関係が存在し、推計結果に多重共線性の存在が疑われる。そこで変

数 と に 1期のラグを設けて多重共線性の問題を避けることにする。 S xX S xX
n

推計には各国の定数項ダミー（fixed effect）を付けた一般化最小自乗法４０とvariance 
component (random effect) modelを用いているが、各推計グループ間のパラメータδ、θ、
ηの推定値に、推計方法による大きな違いがみられないことから、fixed effectの結果の
みを掲載し、以下の議論もその結果のみに限定する。 

 
資本財輸入モデル 

 
まず資本財輸入モデルの結果を表２によって確認しよう。発展途上国とOECD諸国か
らなる全標本と発展途上国 32カ国による推計では、すべての係数推定値（α α1 5, ,⋅⋅⋅ ）

４１が統計的に有意に帰無仮説を棄却できる。推計結果から導出されるδa、θa、ηa４２につ

いて、全標本 52カ国と途上国 32カ国の間にはδaとηaは途上国の方がわずかに高く、θa

は全標本の方がわずかに高いという関係が見て取れる。輸入資本財格差ηaがマイナス

であることを除けば、δaもθaも予想された範囲内の数値になっている。例えば輸出産業

の外部経済効果θaは、輸出が 10％増大したとすると、θa =0.02のとき国内市場向け産業
の生産量は約 0.2％、θa=0.04 のとき約 0.4％だけ増大する。またδaの結果から、輸出産

業の資本と労働それぞれの限界生産性は国内市場向け産業の 1.6倍から 1.7倍になるこ
とがわかる。 
次にOECD19カ国、ラテンアメリカ 15カ国、東アジア 7カ国の各グループの推計結
果をみよう。δaはラテンアメリカで高く(0.76)、OECDで低い(0.30)。一方、東アジアは
そのほぼ中間(0.46)で、途上国 32カ国（0.65）を下回っている。このことは発展途上国
ほど生産性格差、すなわち輸出、非輸出財産業間のディストーションが大きいという

直感に一致する。OECDのθaは 0.07と他のグループに比較して際立って高く、統計的に
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も高い確率でゼロとは異なっている。東アジアのθaは 0.04 で、ラテンアメリカのθaは

0.025であり、それぞれ 4％、7％水準で帰無仮説を棄却できる。OECDと東アジアでは
国内市場向け産業の資本の限界生産性がネガティブ、OECDとラテンアメリカでは輸入
資本財の限界生産性がネガティブである結果、ηaはラテンアメリカと東アジアではネ

ガティブになっている。国内市場向け生産であっても、資本の限界生産性がネガティ

ブであることはモデルの含意とは異なり、OECDと東アジアの結果はηaに関する限りモ

デルとデータの間に不整合がある。 

 
中間財輸入モデル 

 
次に中間財輸入モデルの結果をやはり表２から考察しよう。OECDと途上国を含めた

51 カ国による推計では、すべての誘導型パラメータ（β β1, , 5⋅⋅⋅ ）は統計的に有意で、

予想される符号条件を満たしている。この推計結果から導出されたδbは輸出産業の資

本と労働の限界生産性が国内市場向け産業のそれよりも 1.078倍高いこと、外部経済効
果は 0.019（輸出の 1％の増加は約 0.2％国内市場向け産業の生産を増大させる）と正の
値であることが分かる。輸入中間財格差ηb

pは、1.9 と高く、何らかの政策的･制度的要
因によって経済成長率に与える中間財輸入成長率の影響が大きいことも類推できる。

ただし、δbはわずかに 13％水準で統計的有意性をもつに過ぎない。 
各グループの推計結果から、途上国 32 カ国と中南米 15 カ国の統計的に有意なパラ
メータはηb

pのみ、OECD19 カ国では 3 つの構造パラメータすべてが高い統計的有意性
を示している。東アジア 7カ国ではθb(10％水準)とηb

pが統計的に有意であった。そこで

ηb
p に関して各グループ間で比較すると中南米 15 カ国がOECDや東アジア諸国を大き
く上回り、輸入中間財の生産性格差が中南米では他の地域よりも大きいことが分かる。 
次に外部経済効果θbをOECD19カ国と東アジア 7カ国で比較すると、若干OECDの方
が高いことが確認できる。中南米では統計的に有意ではないもののηb

pがマイナスの値

をとっている。 

 
東アジアは特殊か 

 
表３は資本財輸入モデルと中間財輸入モデルの 51 カ国と途上国 32 カ国の標本の中
に東アジア 7カ国の（定数項および各スロープ）ダミーを含めて推計したものである。
まず資本財輸入モデルの結果を見ると、51カ国全体の標本による推計も途上国 32カ国
による推計ともδa、θa、ηaを決定する誘導型パラメータのうち、δaを決めるα3とα4(=θa)
は統計的に有意ではない。つまり、東アジア 7 カ国の輸出産業の資本と労働の限界生
産性はその他世界（44カ国）とその他途上国（25カ国）とその大きさが異なるという
証拠を見つけることができない。輸入資本財の限界生産性格差ηaを決定する係数推定
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値α1とα5はどちらの推計式でも高い確率で他の国とは異なる。 
中間財輸入モデルを見てもやはり資本財輸入モデルと同じことがいえる。つまり、δb、

θb、ηb
pのうち東アジアが他の国々と異なるのは中間財輸入の経済成長に与える影響の

大きさηbだけであることが分かる。ただし、 の係数がマイナスであることか

ら、東アジアでは他の国々よりも輸入中間財格差η

D S vVm m⋅
b

pが統計的に有意に小さいことが確

認できる。 

 
５.東アジア 7カ国は同質的か 

 
1970年代の 2度にわたる石油ショックの影響をはじめとして世界経済の変動が各国
の経済・貿易に与える影響はその程度と時期において異なる。さらに、為替レートの

急激な変化や、戦争や革命といった各経済あるいは地域に特有の変動要因も存在する。

このことから各経済の構造変化の程度と時期について同じであるという仮定を設ける

ことは現実的ではない。各経済の構造変化がその程度と時期に関して異なる場合、デ

ータのプールは避けるべきであるという考えもある４３。そこで本論の 2つのモデル（資
本財輸入モデルと中間財輸入モデル）を東アジア 7 カ国のプール・データとして使用
する際に、東アジアの国を一つのグループとして推計してよい条件を示し、アプリオ

リな東アジア 7 カ国ではない、モデルとデータから導かれる同質的なグループを確定
し４４、東アジア 7カ国が本論の 2つのモデル上で他の国と異なっているか否かを検証
しよう。 
これまで東アジア諸国の高い経済成長を統一的なモデルで説明しようとする努力が

続けられてきた４５。しかし、以下本論で明らかにするように、東アジア 7 カ国はその
経済構造上、同質とはいえない。同質ではない国々を一つにまとめてその他の国々と

の差異を議論することは、グループ内の構造上の格差を覆い隠してしまうだけでなく、

東アジアが異質か否かという問題に対して、間違った結論を導く可能性がある。そこ

で本論では東アジア 7 カ国のうち、その経済構造上、一つのグループと見てよいため
の条件を提示し、その条件の下で東アジア諸国が他の国々の経済構造といかに異なる

か（あるいは同じか）という問題への接近を試みる。 
グループ化の方法論、各パラメータによるグループ化の結果、また、同質と判断さ

れたグループごとの、輸入資本財、輸入中間財、両モデルの推計結果、およびその議

論の詳細は付論 1 に譲ることにする。付論 1 では、資本財輸入モデルでも中間財輸入
モデルでも、外部経済効果 θが同じであると判断されたグループが、構造パラメータ、
δ、θ、ηの推定値の符号条件と統計的有意性を最も多く満たし、モデルの先験的情報を
備えていることが明らかになった。よって以下では、資本財輸入モデル、中間財財輸

入モデルともに、この θによるグループに焦点を当てることにする。 
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外部経済効果 θによってグループ化された東アジア諸国の特殊性 

 
輸出産業の外部経済効果θによってグループ化された構成国は資本財輸入モデルで 5
カ国【香港、韓国、台湾、シンガポール、タイ】、中間財輸入モデルで 4カ国【香港、
韓国、台湾、タイ】であった。双方のケースからインドネシアとマレーシアは除外さ

れている４６。このことからアジアNIEsは輸出産業の外部経済が経済成長に与える影響
の程度に関して、ほぼ同じ効果を持ち、タイはNIEsに類似した構造を持つことが分か
る。 
表２と表４から外部経済効果θによってグループ化された東アジア諸国の構造を確
認しておこう。資本財輸入モデルの推計において、この東アジア 5カ国の生産性格差δb

は 0.554でOECD19カ国よりは高いものの、中南米 15 カ国の 0.765 よりは小さい。こ
のことは輸出、非輸出両産業間の政策･制度的要因によるディストーションが、中南米

15カ国、アジア 5カ国、OECD19カ国の順に大きいことを示唆している。一方、この
5カ国の外部経済効果θaは 0.077で、OECDの 0.072より大きく、ラテンアメリカの 0.025
の約 3倍に及ぶ。 
中間財輸入モデルの場合、4カ国【香港、韓国、台湾、タイ】からなるグループはθb

とηb
pが正で統計的に有意であり、国際貿易がこれらの経路を通じて経済成長にプラス

の影響を与えることが分かる。特筆すべきはこのグループの推計されたθb (0.065)は、
中南米 15 カ国の-0.01、全標本 51 カ国の 0.019、途上国 32 カ国の 0.013 はもちろんの
こと、OECDの 0.057をも上回っていることである。この傾向は資本財輸入モデルのケ
ースと同じである。さらに、輸入中間財格差ηb

pは 0.503 で他の地域よりも小さく、こ
の東アジア4カ国の中間財輸入に関わる政策･制度上のディストーションが相対的に小
さい可能性を示している。 
次にこのグループが他の国々と構造上異なるか否かを統計的に検証しよう。検証の

方法は前節と同様に（表３参照）これらのグループのダミー変数を用いて行う。 
表５は θ によってグループ化された東アジア諸国の資本財輸入モデル、中間財輸入
モデルにおける特殊性を検証した結果である。 
資本財輸入モデルではダミー変数 、 の有意性検定を東アジア 5 カ国

とその他の国の有意性検定と見なすことができる

D S xX⋅ D S xN⋅
４７。全標本 51カ国の中でダミー変数

、 の係数推定値はそれぞれ 6％水準、5％水準で有意にゼロと異なる。

よって東アジア 5カ国のδ

D S xX⋅ D S xN⋅
aとθaは全標本 51カ国から東アジア 7カ国を除いた 44カ国よ

りも大きいことが統計的に確認できる。また、発展途上国 32カ国の中ではδaが異なる

という統計的証拠を見つけることができない一方、θaが他の途上国に比べ大きいことが

3％水準で統計的に確認できる。つまり、全標本の中でも途上国の中でもこの東アジ
ア・グループはθaに関して他の国よりも大きな値を持つことが統計的にも確認できるの

である。 
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次に中間財輸入モデルで、東アジア 4 カ国のグループが構造パラメータの大きさに
おいて他の国々と異なるかどうかを検討しよう。中間財輸入モデルの場合、ダミー変

数 、 、 の有意性が直接δD S xX
n⋅ D S xN

n⋅ D S vVm m⋅ b、θb、ηb
pの東アジア 4 カ国とその他

の国々の差の統計的有意性を示す。ダミーの係数推定値から、全標本 51カ国中でも発
展途上国 32 カ国中でも、東アジア 4 カ国グループは生産性格差δbと外部経済効果θbが

他の国よりも大きく、中間財輸入格差ηb
p

 が他の国よりも小さいことが統計的に確認で

きる。 

 
６.経済成長の源泉 

 
これまで貿易の増大が経済成長に至るメカニズムを明らかにしてきたが、輸出入が

経済成長に対して実際にどの程度の影響を与えているかを評価するためには、対象と

している実際の国々の資本と労働の投入量、輸出入の大きさといった要因とこれらの

メカニズムを同時に把握する必要がある。本節ではFeder(1982)と同様に前節までに得
られたパラメータを用い、資本財輸入モデル、中間財輸入モデル双方の要因分解を試

みる４８。 
表６はその結果を示したものである。資本財輸入（中間財輸入）モデルでは、投資

要因、労働投入要因、生産性格差要因、外部経済要因、輸入資本財(輸入中間財)格差要
因の 5 つの要因に分解し、ことに生産性格差要因と外部経済要因を合わせたものを輸
出成長率による要因という意味で輸出要因とし、生産性格差要因と輸入資本財(輸入中
間財)格差要因を合わせたものを政策･制度要因と呼ぶことにする。 
以下では資本財輸入モデルと中間財輸入モデルの双方で共通して観察される事実に

焦点を当てる。全標本 51カ国、発展途上国 32カ国の要因分解では、生産性格差要因、
外部経済要因、輸入資本財（輸入中間財）格差要因の国際貿易による経済成長への寄

与率が OECD19 カ国や東アジア 5(4)カ国に比べ低く、投資要因と労働投入要因といっ
た国内的要因が相対的に大きい。全標本 51 カ国や発展途上国 32 カ国のグループの要
因分解の結果からは、経済成長の大部分は貿易以外の国内要因によって説明されるこ

とが分かる。一方、OECD19 カ国や東アジア 5(4)カ国の要因分解の結果からは国際貿
易、特に輸出要因の経済成長への寄与率が高く、これらのグループでは輸出が経済成

長の大きな部分を説明している。OECD19 カ国と東アジア 5(4)カ国グループを比較す
ると、生産性格差要因でも外部経済要因でもその大きさでみると東アジア 5(4)グルー
プが OECD19カ国グループのそれを上回っていることが分かる。ただし、各グループ
の寄与率でみた場合には、OECD19 カ国グループでは外部経済要因が生産性格差要因
を上回っているのに対し、東アジア 5(4)カ国グループで外部経済要因よりも生産性格
差要因の方が大きい、という違いがある。 
  このように要因分解による結果においても 5 節までに明らかになった各グループ・
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地域の経済成長メカニズムの特徴を踏襲していることが分かる。すなわち、生産性格

差や外部経済効果が高い経済構造を持つグループ･地域では、要因分解によってもその

構造パラメータを含む要因が大きい、ということである。 

 
７.解釈と結論 

 
国際貿易による経済成長のメカニズムをより正確に把握するために、従来の２部門

不均衡アプローチに資本財輸入と中間財輸入の役割を明示的に導入し、生産性格差を

通じた影響と、技術・知識のスピルオーバー効果という輸出が経済成長に与える影響

を合わせて分析した。 
51カ国のクロスカントリー･データによる推計では輸入、とくに中間財輸入による経
済成長への影響の重要性を示し、輸入資本財ないし輸入中間財格差を考慮しない場合

には、生産性格差の推定値が過大に評価される可能性を指摘した。 
51 カ国、24 年間のプール･データによる推計結果からは、輸出成長率の上昇が生産
性格差と技術・知識のスピルオーバー効果を通じて経済成長率にプラスの影響を与え

ることが確認できた。また、中間財輸入が経済成長に与える影響もやはりプラスで、

先進諸国、発展途上国を問わず重要であることが裏付けられた。ただし、生産性格差

や中間財輸入格差の背景には何らかの市場の硬直性が示唆される。 
このうち輸出産業の learning by doingによって得られた技術・知識が国内市場向けの
産業にスピルオーバーし、経済全体の成長を促すという効果は先進国で高く、中南米

をはじめとする発展途上国で低いことが確かめられた。また、中間財輸入の経済成長

への影響は逆に先進国で低く、途上国で高いという結果であった。この結果は、途上

国ほど政策･制度上のディストーションが大きいということを暗示している。 
論文後半は東アジア 7 カ国の経済成長メカニズムが他の途上国、あるいは先進国と
比較して特異なのか、という問題に焦点を当てている。東アジア 7 カ国はその経済成
長率の高さにおいて、世銀『東アジアの奇跡』以来これまで同列に論じられることが

多かった。しかし、本論では東アジア 7 カ国を同列に論じた場合、その経済成長メカ
ニズムにおいて他の国々と異なるという証拠を見つけることができなかった。東アジ

ア 7 カ国は地図上の位置がきわめて近く、経済成長率に関しても他の国々を凌駕して
高い。しかし、当然のことながら、経済構造的な諸条件は 7 カ国の間でも大きく異な
る。そこで本論では東アジアの国々の経済成長メカニズムにおける同質性を検証し、

その同質的グループの成長メカニズムが他の国々と異なるか否かという問題に発展さ

せた。結果はアジア NIEsとタイは一つのグループとして許容でき、かつこのグループ
の経済成長メカニズムは他の発展途上国のみならず先進諸国とも明らかに異なってい

ることが確認できた。 
まず、資本財輸入モデルでは全標本 51 カ国、発展途上国 32 カ国、どちらで比較し
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ても東アジア 5 カ国は生産性格差と外部経済効果が他の国々よりも統計的に有意に高
いことが分かった。また、中間財輸入モデルでは、東アジア 4 カ国は全標本、発展途
上国を問わず生産性格差、外部経済効果、中間財輸入格差の３つすべてで他の国々と

有意に異なることが確認できた。東アジア 4 カ国は他の国に比べ高い生産性格差と外
部経済効果、そして低い中間財輸入格差を持っている。 
資本財輸入モデル、中間財輸入モデル双方で東アジア 4、ないし 5カ国に共通してい
るのは、他の国に比べ高い生産性格差と外部経済効果を持っている点である。これら

東アジア諸国では輸出の増大が生産性格差と外部経済効果という 2 つの経路を通じて
経済成長に正の影響を強く与えていることが分かる。しかし、生産性格差は超輸出促

進政策等の政策的要因の他にも市場の硬直性といった最適資源配分の見地からは好ま

しくない要因によって生じると考えられる。一方、外部経済効果は例えば効率的な市

場、産業全体の学習効果の習得意欲や企業家精神によって生じると考えられる。 
次に経済成長の源泉を各成長要因に分解した。その結果、資本財輸入モデル、中間

財輸入モデル双方でやはり東アジア 5 カ国は生産性格差要因と外部経済要因による経
済成長への貢献が他の地域の数値を上回っていることが分かった。 
以上の結果から、香港、韓国、台湾、シンガポール、タイの東アジア諸国の経済成

長に特徴的な事実を以下のようにまとめることができる。 
これら東アジア諸国では輸出の増大が、大きな生産性格差と外部経済効果という 2
つのチャンネルを通じて経済成長にプラスの影響を与えており、輸出が経済成長のエ

ンジンになっていることを確認することができる。ただし、この２つのチャンネルは

最適、あるいは長期的な経済構造という観点からは性質が異なる。2部門間の生産性格
差がもたらす高い経済成長率は、資源の最適配分が達成される過程でその効力を弱め

ていく。東アジア諸国よりも資源がより適切に配分されていると考えられる OECD諸
国では生産性格差要因よりも外部経済要因の経済成長率に与える貢献度の方が大きい、

という事例が示すように、効率的な経済構造ほど制度的･政策的ディストーションは小

さくなると考えられる。 
一方、東アジア諸国の外部経済効果、すなわち 2部門間の技術･知識のスピルオーバ
ー効果は他の国々よりも大きく、OCED 諸国のそれをも凌駕している。この外部経済
効果が経済成長にとってより重要である理由は、生産性格差と異なり、資源の最適配

分が達成された後にも持続する可能性があるからである。 

 
残された課題 

 
本論では経済成長に対する貿易、特に輸出の重要性を生産性格差と外部経済効果と

いう2つの概念で明らかにしたが、外部経済効果の源泉を明らかにしたわけではない。
本論に続いて明らかにすべきは、この外部経済効果の内容とその生じる原因というこ
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とになる。 
また、本論で明らかにした技術・知識のスピルオーバー効果は国内の産業間で生じ

る。そこでは、輸出産業自身の技術進歩については何ら想定していない。国際貿易は

貿易を行っている企業ないし産業に国際市場での学習効果を蓄積させ、国内の非貿易

産業にその学習効果をスピルオーバーさせることによって経済全体の生産性を上昇さ

せる。ゆえに考えられる今後の研究方向は、国際貿易を通じたこの 2 つの異なる学習
効果を同時に検証することであると思われる。 
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付論１：東アジア諸国の同質性の検証 

 
方法論 

 
ここでは、資本財輸入モデルと中間財輸入モデルにおいて、推計された各パラメー

タが東アジア各国相互間で等しいか否かというテストを行う。本論では生産性格差、

外部経済効果、輸入資本財（中間財）格差に焦点を当てているので、その他のパラメ

ータについてのテストは行わない。また、これら 3 つのパラメータの同質性を同時に
検証するのではなく、一つずつについて検証する４９。このためには各国の定数項ダミ

ー（fixed effects）を考慮した推計において、次の仮説を通常のF検定によって検証すれ
ばよい。 

 
H ii

HKG
i
IDN

i
KOR

i
MYS

i
OAN

i
SGP

i
THA

0 3 5: ,α α α α α α α= = = = = = = ,4,  

 
    （これは資本財輸入モデルのケースであり、中間財輸入モデルの場合は α ではな
く βになる。） 
対応する F値は 

 

( ) ( )
F

SSR SSR df df
SSR df

stricted Unresitricted stricted Unrestricted

Unresitricted Unrestricted=
− −Re Re/

/
 

 
であり、SSRは残差平方和、dfは自由度、Restricted, Unrestrictedはそれぞれ制約なしの
（各国時系列データによる）推計、制約付き（fixed effect を含めたプールデータによ
る）推計を示す。 
  次にこの統計量に基づき δ、θ、η、３つのパラメータそれぞれについてグループ化を
試み、そのグループと他の国のパラメータを比較することにする。各モデルの推計式

と検定仮説は付表２に示された通りである。 
東アジア７カ国のグループ化の手順はまず、該当する推計式の制約なしと制約あり

の場合について推計を行い、７カ国中の２カ国（21組）について 25％水準を基準とし
てF検定を行い、次にこの基準で仮説を棄却できなかったペアについてペア以外の国を
一つずつ加え、3 カ国のグループで同様の検定を行う。3 カ国のグループでのF検定が
棄却できない場合について、さらに１カ国ずつ推計に加えていき、同様の検定を繰り

返す。このように国の数を一つずつ増やし、最終的に基準を満たすグループを（各パ

ラメータに関して）同質的な経済とみなすのである５０。 

 
グループ化 
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この検定の結果を付表２から確認しよう。生産性格差δによるグループ化では資本財
輸入モデル、中間財輸入モデルともに【インドネシア、韓国、マレーシア、台湾、シ

ンガポール】の 5カ国が同質的と判断された。外部経済効果θによるグループ化では資
本財輸入モデルでは【香港、韓国、マレーシア、台湾、シンガポール、タイ】の 5 カ
国、中間財輸入モデルでは資本財輸入モデルの 5 カ国からシンガポールを除いた 4 カ
国が同質的という結果が出た。輸入資本財格差ηaによるグループ化の結果は 2つあり、
【香港、インドネシア、台湾】と【香港、インドネシア、シンガポール】であった。

一方、輸入中間財格差ηb
pによるグループ化では【インドネシア、韓国、マレーシア、

タイ】の 4カ国が一つのグループとみなせることが明らかになった。 

 
グループごとの推計 

 
次にこれらのグループによる 2 つのモデルの推計結果を検討しよう。推計結果を示
した付表３をみると、資本財輸入モデルでも中間財輸入モデルでもグループによって

結果がかなり異なることが分かる。 
資本財輸入モデルの結果をみると、生産性格差δaはいずれのグループでも有意に正の

値を取るが、外部経済効果θaで有意に正の値を取るグループはθaによるグループとηaに

よるグループのうちの一つであることがわかる。また輸入資本財格差ηaの符号条件を

満たすのはθaによるグループのみである。このようにθaによるグループでは輸入資本財

格差ηaの統計的有意性を満たさないものの、3つの構造パラメータの符号条件を満たし、
かつδaとθaが統計的に高い確率でゼロとは異なる。 
中間財輸入モデルでもグループによって推計結果が大きく異なる。生産性格差δbによ

るグループでは統計的に有意ではないものの、そのδb自身がマイナスの値をとり、モ

デルの含意と相容れない結果となっている。輸入中間財格差ηb
pによるグループではηb

p

自身 6.8ときわめて高く、統計的にも高い確率でゼロではないが、他の 2つのパラメー
タδbとθbがマイナスであった。外部経済効果θbによるグループが唯一 3つすべての効果
の符号条件と統計的有意性を満たすことが分かる。この 4 カ国から構成されるグルー
プは生産性格差、外部経済効果、輸入中間財格差を通じて国際貿易が経済成長率にプ

ラスの影響を与えることが確認できる。 
この結果から資本財輸入モデルでも中間財輸入モデルでも θ によるグループが唯一
構造パラメータの先験的情報を備えており、データによってモデルの含意を確認する

ことができる。 
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付論２：インドネシアとマレーシアの経済成長 

 
外部経済効果 θ によるグループ化では資本財輸入モデル、中間財輸入モデル双方と
もインドネシアとマレーシアが除外されていた。経済成長に与える貿易のメカニズム

が他の東アジア諸国と異なるとはいえ、インドネシアとマレーシア 2 カ国の経済成長
も顕著であったことは事実である。そこでこの 2 カ国の貿易を通じた経済成長のメカ
ニズムを議論する必要がある。 
付表４はインドネシアとマレーシアの 2カ国をδ、θ、ηの 3つのパラメータについて
グループ化した結果である。資本財輸入モデルではδaとθaによるグループは基準値を下

回り、すなわち検定仮説を棄却できず、中間財輸入モデルでは 3 つのパラメータすべ
てのグループで基準値を下回る。すなわち、これらのケースではインドネシアとマレ

ーシア 2 カ国のグループ化が正当化されることが分かる。次にこの 2 つのグループを
用いてパラメータδ、θ、ηを推計した結果が付表５である。資本財輸入モデルではθaとηa

がマイナスの値を示し、δaがプラスではあるが統計的に有意ではない。一方、中間財輸

入モデルではδbとθbがマイナスでかつ高い確率でゼロと異なる。しかし、輸入中間財格

差ηb
pのみはプラスでt値も高い。 
では次にこの 2 カ国の貿易による経済成長のメカニズムが他の国々とどう異なるの
かを検証しよう。この結果が付表６に示されている。資本財輸入モデルでは生産性格

差δaを決定するパラメータ（α3）は先進国を含めたその他の国ともその他の途上国とも

異なるという証拠が得られない。外部経済効果（θa=α4）は他の国々、他の途上国より

も小さいという結果が得られた。 
中間財輸入モデルでは生産性格差δbも外部経済効果θbも他の国々よりも有意に小さ

く、この 2 カ国の経済成長を説明していない。資本財輸入モデル、中間財輸入モデル
双方で輸入中間財格差のみが他の国よりも大きく、有意に異なるという結果が得られ

た。 
インドネシアとマレーシアの貿易による経済成長のメカニズムの中では輸入中間財

格差が他の国々よりも大きく、この 2 カ国の経済成長を説明する一つの要因がここに
あることを示唆している。しかし、概して双方のモデルともにインドネシアとマレー

シアの 2 カ国に関する限り、その経済成長の特色を十分に捉えているとは言い難い。
資本財輸入モデルにしろ、中間財輸入モデルにしろ、3 つの構造パラメータのうち 2
つまでもマイナスの値をもつことは、たとえ輸入中間財格差が大きくてもこの 2 カ国
の顕著な経済成長の特質を捉えることに成功していない、と考えるべきであろう。そ

の理由と考えられるのは、インドネシアもマレーシアも他の東アジア諸国に比べ、相

対的に遅れて経済成長軌道に乗ったため、本論の対象期間である 1968 年から 92 年ま
でが適切ではないこと、東アジア諸国の中ではこの 2カ国が例外的に石油・天然ガス、
木材等の資源輸出の比重が高いことである。ことに資源輸出国の場合、輸出産業と国
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内市場向け産業の区分が他の東アジア諸国と異なる可能性がある。資源輸出産業の場

合、工業製品輸出産業と異なり、その加工度、労働者の熟練度、技術の質等で非輸出

産業への学習効果のスピルオーバーは一般に低い。そのためにモデルがこの 2 カ国の
実態を把握できなかったと考えられる。いずれにしろインドネシアとマレーシアの 2
カ国は東アジア諸国の中でも異質であることを、とくに東アジア諸国の経済成長を分

析する際には注意する必要がある。 
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１ 貿易自由化の効果について現在でもコンセンサスがないという例を 1998年のEconomic 

Journal誌の小特集に見ることができる。 Anne O. Krueger (1998)、 Jose Antonio Ocampo and 

Lance Taylor (1998)、 David Greenaway, Wyn Morgan and Peter Wright (1998)。 
２ 貿易と経済成長の関係を理論的に論じた文献はHarry G. Johnson (1958) を始め 1950年代に

溯ることができる。他の文献についてはRonald Findlay (1984) を参照のこと。一方、貿易が経

済成長に与える影響を実証的に検討した初期の文献として例えばJoseph E. Haring and Joseph F. 

Humphrey (1964)、 Robert F. Emery (1967)、 Alfred Maizels (1968) 等が挙げられる。 
３ 貿易を通じた生産性の上昇に関するモデルは例えばGene M. Grossman and Elhanan Helpman 

(1991) を参照のこと。 
４ 例えばDavid T. Coe and Elhanan Helpman (1995)、 David T. Coe, Elhanan Helpman, and Alexander 

W. Hoffmaister (1997)、 Wolfgang Keller (1998)、 Frank R. Lichtenberg and Bruno van Potterlsberghe 

de la Potterie (1998) 等がその例である。 
５ 資源の再配分による経済成長の可能性を検証したのはSherman Robinson (1971)、である。 
６ 生産関数が各要素に関して収穫逓減を示し、競争均衡が成立する限り、両産業の限界生産性

が等しいところで最適な価格と生産量の組み合わせが決定されるはずだからである。限界生産

性に格差が生じている場合、両産業の産出量を合わせたものは最適生産量を下回る。 
７ 先述したように近年の貿易と経済成長に関する理論的貢献、例えばGrossman and 

Helpman(1991)前掲書やAlwyn Young(1991) は、輸出入と経済成長の関係を考察したものであ

るにも関わらず、実証研究はもっぱら輸出と経済成長の関係を対象にしてきた。 
８ Gershon Feder(1982)、 Gershon Feder(1986)。 
９ David Greenaway and David Sapsford (1994) は２部門不均衡アプローチを含む生産関数アプ

ローチの簡単なサーベイを行っている。 
１０ Pradumna B. Rana(1988)。 
１１ Bella Balassa(1985)。 

& & &Y
Y

c F I
Y

L
L

X
XK= + + +λ θ１２ Balassaの推計式は であるのに対し、Federモデルは

& & & &Y
Y

c F I
Y

L
L

X
Y

X
X

X
XK= + + +

+
−⎛

⎝⎜
⎞
⎠⎟

+λ δ
δ

θ θ
1

δ
δ

θ
1 +

=である。明らかに という特殊な場

合、FederモデルはBalassaモデルに一致する。パラメータの解釈については本論を、Federモデ

ルに関しては特に本論(5)式を参照のこと。また、Balassa (1985)等のモデルを単に生産関数アプ

ローチと呼び、本論の２部門不均衡アプローチと区別する。 
１３ Inderjit Kohli and Nirvikar Singh (1989)。 
１４ Rati Ram(1986)。 
１５ Paul Hansen(1994)。 
１６ David Greenaway and David Sapsford (1994)前掲論文。 
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１７ W. Robert J. Alexander(1994)。 
１８ Talan Iscan(1998) 
１９ Shamshad Begum and Abul F. M. Shamsuddin (1998)。 
２０ Hadi Salehi Esfahani(1991)。. 
２１ 本論で展開している中間財輸入モデルは、非輸出部門の生産関数の形、外部経済の仮定等

でEsfahani(1991)のモデルとは異なっている。また彼の検証ではクロス・カントリーの推計結果

から意味あるインプリケーションを導出することが難しく、かつ推定値の検定方法が非線型の

検定になっていない、という問題がある。 
２２ Cihan Bilginsoy and Shahrukh R. Khan (1994) 
２３ この点に関してはPranab Bardhan and Sydney Lewis (1970)、 Spencer Star (1974)、 Moshe 

Syrquin (1987),等を参照のこと。 
２４ W. Robert Alexander, Paul Hansen and P. Dorian Owen (1996)。 
２５ ここで輸出産業とは輸出入を同時に行う貿易産業をさす。ただし、この貿易産業はアウト

プットをすべて輸出するため、簡単化のために以下、単に輸出産業と呼ぶことにする。 

K Xm ≤２６ 現実的な問題として外貨制約を単純に と捉えるわけにはいかない。ほぼ例外なくす

べての国で資本移動が生じており、外貨ギャップは国債、間接・直接投資、援助等によってフ

ァイナンスされているからである。 
２７ 輸出を目的として輸出財の価格を国際価格に比べて割安にする政策をBhagwatiは超輸出促

進政策と名づけ、国際価格からの国内価格のバイアスを取り除く輸出促進政策と区別している。

Bhagwati, Jagdish N. (1990)。 
２８ 通常、輸出促進政策のパッケージにはこれら輸出産業に有利な資本財・中間財の輸入政策

が含まれている。その意味ではこれらの輸入政策も輸出促進政策の一環である。 
２９ 国内市場向け産業と輸出産業のディストーションのデータは一般に入手不可能である。2

部門不均衡アプローチはこれらのdisaggregateされたデータを必要とせずに、ディストーション

の大きさを求めるところにその特長の一つがある。しかし、そのためにはこの強い仮定が必要

である。 
δ
δ

a

a1+
δ a ≥ 0３０ は の増加関数である。 

３１ この括弧内がゼロになるという仮定はSyrquin(1987)前掲論文やEsfahani(1991)前掲論文で用

いられている。これが正当化されるのは粗生産量から実質付加価値を求める際に double 

deflation” techniqueが用いられているためである。この double deflation については以下の論文

を参照のこと。Evsey D. Domar (1961)、 Paul A. David (1962)、 Paul A. David (1966)、 Christopher 

A. Sims (1969)、 Michael Bruno (1978) 
３２ William H. Greene (1993)。 
３３ これはWald検定量の平方根になっている。A. C. Harvey(1990) やAllan W. Gregory and 
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Michael R. Veall (1985) が指摘する「検定量の計算方法の違いによって異なる検定結果が得ら

れる」というWald検定のもつ問題は、本論ではδとηの表示形式はただ一つなので生じない。 
３４ ほとんど全ての実証研究と同様に労働者数を総人口数で代用しているのは、労働者数のデ

ータが入手不可能であったためである。総人口数は、多くの実証研究で指摘されているように

必ずしも労働者数の最良の代理変数ではない。 
３５ Robert Summers and Alan Heston (1991)。 
３６ Penn-World Tablesのデータと他の資料のデータとは異なる基準価格を使用しているため、直

接的な比較はできない。 
３７ ＳＩＴＣ７部には機械部品が含まれるが、これを中間財とせず、資本財に入れているのは

すべての観測期間で、すべての国に分類上の統一性を持たせるためである。ＳＩＴＣはこれま

で数度にわたって分類方法が変化してきており、その各改定ごとに分類上の大きな質的違いが

存在する。また、各国で新しい分類に訂正された年がまちまちであるため、細かい分類では時

系列、クロス・カントリーともに統一性を持ったデータを採用することが困難になっている。 
３８ しかし、Ross Levine and David Renelt (1992) は、たとえクロスカントリー･データによる推

計でも、経済成長率を貿易の変数に回帰させた場合には、モデルのスペシフィケーションに関

して推計結果は頑健ではないと主張している。彼らはまた、貿易が経済成長に影響を与えるの

は資源配分の改善を通じてというよりはむしろ、貿易が物的資本を蓄積させることによってで

あるという可能性を指摘している。 
３９ Ann Harrison (1996) は貿易と経済成長の関係を考察する際に、クロスカントリー･データで

分析するか、プール・データで分析するかによって結果が変わる可能性を指摘している。 
４０ クロス・セクションの不均一分散に対処するためにgroupwise heteroscedastic modelを使用し

ている。William H. Greene(1993) p.448。   
４１ 以下、これらを誘導型パラメータと呼ぶ。 
４２ 以下、これらを構造パラメータと呼ぶ。 
４３ G.S. Maddala (1971)。 
４４ この目的のためにMaddalaによる推計データをプールすべきか否かのF検定を用いる。 G.S. 

Maddala(1971) 前掲論文、及びG.S. Maddala (1977) 第 14章。 
４５ Vinod Thomas and Yan Wang (1996) は東アジアの経済成長と高い生産性を貿易への開放度

だけでなく、補助金、資本形成、教育支出等に関わる政策の違いによって説明しようとしてい

る。Marcus Noland (1997) は東アジアの高成長を輸出構造の違いで説明し、東アジア内での輸

出構造の類似性を検出している。  
４６ インドネシアとマレーシア 2カ国に関する議論は付論２を参照のこと。 
４７ 東アジア・グループの生産性格差に関する誘導型パラメータをα3

1、構造パラメータをδ1と

し、比較するその他の国の対応するパラメータをα3
2、δ2とすると、該当するダミー変数の係数

推定値はα α δ δ
δ δ3

1
3
2

1 2

1 21 1
− =

−
+ +( )( )

δ i ≥ 0となり、この有意性検定は のもとでδ1－δ2の有意性検定
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と同じである。 
４８ 各確率変数及び非確率変数を平均値で評価すれば、推計式は誤差項無しで左右がバランス

する。ただし、推計ではfixed effectsを考慮しているため、表 7の定数項は各要因の残差として

計算されている。 
４９3つのパラメータがグループ内ですべて等しいという仮説は、東アジア 7カ国でMaddala 

(1971,1977)が提唱しているF検定の基準値 25％を基準とした場合、すべての 2カ国のペアで棄

却される。すなわち、同質的な経済構造を持つ 2カ国のペアさえ存在しないことになる。この

ように対象グループ内で 3つすべてのパラメータが等しいという仮定はむしろ非現実的である。 
５０ 最終的なグループは一つとは限らない。 
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表１ 

クロスカントリー･データによる推計結果 

 

全標本51カ国 

 Feder 

モデル

資本財輸入

モデル

 Bilginsoy

and Khan

モデル

中間財輸入

モデル 

$δ a
 

2.169 0.715 $δ b
 

2.036 0.320 

 {2.552} {0.827}  {2.712} {2.166} 

 [0.0108] [0.4070]  [0.0068] [0.0304] 

$θ a
 

0.251 0.272 $θ b
 

0.251 0.259 

 (4.979) (4.545)  (5.052) (5.254) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

$η a
 -3.759 $ηp

b
 1.914 

 {-1.216} {7.021} 

 [0.2240] [0.0000] 

 

発展途上国32カ国 

 Feder

モデル

資本財輸入

モデル

 Bilginsoy 

   and Khan

モデル

中間財輸入

モデル 

$δ a
 

1.902 0.030 $δ b
 

1.958 0.406 

 {1.681} {0.077}  {1.681} {1.668} 

 [0.9362]  [0.0950] 

$θ a
 

0.268 0.325 $θ b
 

0.268 0.278 

 (5.577) (5.681)  (5.739) (6.472) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

$η a
 -3.498 $ηp

b
 1.796 

 {-2.799} {7.143} 

 [0.0052] [0.0000] 

  

注：1968年から92年までの51カ国の平均値による推計。51カ国は先進国と発展途上

国からなる。発展途上国は32カ国（付表1参照）。Federモデルは資本財輸入モデルか

ら資本財輸入効果を除いたもの、Bilginsoy and Khanモデルは中間財輸入モデルから

中間財輸入効果を除いたもの。推計方法については本文を参照のこと。(･)内はt値、
{･}内はｚ値（本文参照）、[・]内はp値。 

  

 

 Feder (1982)  Bilginsoy and Khan (1994)  

 発展途上国 中進国  

$δ  0.773 1.171 0.173  

 N.A. (0.78) (0.51)  

 < [0.50] > [0.50]  

$θ  0.131 0.168 0.278  

 (4.239) (1.49) (2.60)  

 < [0.001] < [0.20] < [0.02]  

  

標本数 31 27 29  

  

注 1964年から73年まで 

の平均値による推計。 

1980年から90年までの 

平均値による推計。 
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表２ 

プール･データによる推計結果 

 

資本財輸入モデル 

   

 全標本 51 発展途上国32 OECD19 中南米15 東アジア7 

   

係数(変数)   

   

$ ( )α1 S SI Mk+  0.023 0.051 -0.031 0.071 -0.055 

 (2.784) (4.771) (-2.050) (4.357) (-2.720) 

 [0.0055] [0.0000] [0.0409] [0.0000] [0.0072] 

$ ( )α2 l  0.682 0.611 0.811 2.327 -0.413 

 (4.616) (3.096) (3.335) (4.390) (-1.932) 

 [0.0000] [0.0020] [0.0009] [0.0000] [0.0550] 

$ ( )α3 S xX  0.263 0.396 0.232 0.433 0.317 

 (5.845) (5.649) (3.690) (3.064) (4.492) 

 [0.0000] [0.0000] [0.0003] [0.0023] [0.0000] 

$ ( )α4 S xN  0.037 0.027 0.072 0.025 0.042 

 (5.089) (2.872) (5.926) (1.840) (2.090) 

 [0.0000] [0.0042] [0.0000] [0.0667] [0.0382] 

$ ( )α5 S Mk  
-0.057 -0.095 -0.003 -0.245 0.019 

 (-6.270) (-7.001) (-0.227) (-4.271) (0.891) 

 [0.0000] [0.0000] [0.8204] [0.0000] [0.3742] 

   

R2
 0.550 0.594 0.473 0.433 0.573 

R 2
 0.528 0.573 0.443 0.400 0.542 

F値 341.34 255.62 92.57 61.99 50.01 

 [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] 

標本数 1173 736 437 345 161 

   

   

$δ a
 

0.356 0.656 0.302 0.765 0.463 

 {4.311} {3.411} {2.834} {1.736} {3.070} 

 < [0.001] < [0.001] [0.0046] [0.0836] [0.0022] 

$θ a
 

0.037 0.027 0.072 0.025 0.042 

 (5.089) (2.872) (5.926) (1.840) (2.090) 

 [0.0000] [0.0042] [0.0000] [0.0667] [0.0382] 

$η a
 -2.426 -1.855 0.101 -3.456 -0.355 

 {-3.995} {-7.981} {0.208} {-3.980} {-1.281} 

 < [0.001] < [0.001] [0.8336] < [0.001] [0.2006] 
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中間財輸入モデル 

   

 全標本 51 発展途上国32 OECD19 中南米15 東アジア7 

   

係数(変数)   

   

$ ( )β1 S I
n  0.044 0.071 0.003 0.09 -0.05 

 (5.659) (6.864) (0.216) (7.194) (-2.404) 

 [0.0000] [0.0000] [0.8294] [0.0000] [0.0173] 
$ ( )β 2 l  1.026 1.757 0.451 2.06 0.44 

 (6.530) (7.368) (1.989) (5.038) (1.438) 

 [0.0000] [0.0000] [0.0474] [0.0000] [0.1525] 
$ ( )β 3 S xX

n  0.072 0.086 0.126 0.11 -0.03 

 (1.644) (1.107) (2.322) (1.129) (-0.334) 

 [0.1004] [0.2685] [0.0207] [0.2595] [0.7386] 

$ ( )β 4 S xN
n  0.019 0.013 0.057 -0.01 0.03 

 (2.826) (1.470) (4.920) (-0.970) (1.677) 

 [0.0048] [0.1421] [0.0000] [0.3325] [0.0955] 
$ ( )β 5 S vV m m  1.925 2.600 1.568 5.72 0.85 

 (14.180) (11.736) (9.421) (13.536) (3.855) 

 [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0002] 

   

R2
 0.595 0.647 0.515 0.566 0.563 

R 2
 0.575 0.629 0.488 0.540 0.531 

F値 385.93 290.41 109.57 105.76 47.96 

 [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] 

標本数 1104 667 437 345 161 

   

   

$δ b
 

0.078 0.094 0.144 0.12 -0.03 

 {1.525} {1.012} {2.029} {1.010} {-0.344} 

 [0.1280] [0.3124] [0.0424] [0.3124] [0.7332] 

$θ b
 

0.019 0.013 0.057 -0.01 0.03 

 (2.826) (1.470) (4.920) (-0.970) (1.677) 

 [0.0048] [0.1421] [0.0000] [0.3325] [0.0955] 

$ηp
b
 1.925 2.600 1.568 5.72 0.85 

 (14.180) (11.736) (9.421) (13.536) (3.855) 

 [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0002] 

   

注：推計はfixed effectsを含めたgroupwise heteroscedastic modelによる。Fixed effectsによる定数項はス

ペースの節約のため略している。国分類の構成国は付表１を参照のこと。(・)内はt値、[・]内はp値、{・}内
はz値（本文参照）である。 

 

 35



 
表３ 

東アジアの特殊性 

 

資本財輸入モデル 中間財輸入モデル 

 全標本 51 発展途上国32 全標本 51 発展途上国 32 

変数   変数   

    

S SI M+ k  0.032 0.066 SI
n
 0.054 0.091 

 （3.258） (5.219)  (6.451) (8.481) 

 [0.0012] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

D S SI Mk( )+  -0.087 -0.120 D SI
n⋅  -0.104 -0.140 

 (-3.913) (-5.116)  (-4.751) (-6.113) 

 [0.0001] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

l  1.092 1.477 l  0.802 1.442 

 (5.824) (4.745)  (4.464) (4.590) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

D l⋅  -1.504 -1.890 D l⋅  -0.350 -0.990 

 (-5.327) (-5.023)  (-0.998) (-2.268) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.3183] [0.0236] 

S xX  0.181 0.380 S xX
n
 0.072 0.106 

 (3.437) (2.910)  (1.411) (1.179) 

 [0.0006] [0.0037]  [0.1584] [0.2388] 

D S xX⋅  0.136 -0.064 D S xX
n⋅  -0.101 -0.135 

 (1.554) (-0.429)  (-0.987) (-1.067) 

 [0.1204] [0.6677]  [0.3236] [0.2862] 

S xN  0.032 0.024 S xN
n
 0.009 -0.004 

 (4.124) (2.174)  (1.184) (-0.382) 

 [0.0000] [0.0300]  [0.2366] [0.7027] 

D S xN⋅  0.009 0.018 D S xN
n⋅  0.022 0.034 

 (0.437) (0.786)  (1.091) (1.621) 

 [0.6625] [0.4321]  [0.2754] [0.1055] 

S Mk  
-0.067 -0.182 S vVm m  2.451 4.392 

 (-6.588) (-6.147)  (14.609) (14.037) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

D S Mk⋅  0.086 0.202 D S vVm m⋅  -1.593 -3.534 

 (3.621) (5.505)  (-5.796) (-9.255) 

 [0.0003] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

     

     

R2
 0.587 0.649 R2

 0.592 0.652 

R 2
 0.565 0.629 R 2

 0.570 0.631 

F値 175.77 142.86 F値 179.06 144.48 

 [0.000] [0.000]  [0.000] [0.000] 

標本数 1173 736 標本数 1173 736 

     

注：表２注に同じ。Dで始まる変数はダミーを示す。東アジアは香港、インドネシア、韓国、マレーシア、台

湾、シンガポール、タイの7カ国。 
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表４ 

θによる東アジア・グループの推計結果 

 
 

 資本財輸入モデル  中間財輸入モデル  

 HKG,KOR,OAN,

SGP,THA

HKG,KOR,OAN,

THA

 

係数(変数)  係数(変数) 

 

$ ( )α1 S SI Mk+  -0.007 $ ( )β1 SI
n
 

0.019

 (-0.249) (0.681)

 [0.8038] [0.4977]

$ ( )α2 l  -0.371 $ ( )β2 l  1.302

 (-1.708) (4.566)

 [0.0903] [0.0000]

$ ( )α3 S xX  0.356 $ ( )β3 S xX
n
 

0.365

 (4.809) (3.208)

 [0.0000] [0.0018]

$ ( )α4 S xN  0.077 $ ( )β4 S xN
n

 
0.065

 (3.557) (3.189)

 [0.0005] [0.0020]

$ ( )α5 S Mk  
-0.028 $ ( )β5 S vVm m  

0.503

 (-1.000) (2.497)

 [0.3194] [0.0143]

 

R2
 0.450 R2

 0.629

R 2
 0.403 R 2

 0.594

F値 21.50 F値 35.25

 [0.0000]  [0.0000]

標本数 115 標本数 92

  

  

$δ a
 

0.554 $δ b
 

0.574

 {3.096}  {2.038}

 < [0.001]  [0.0414]

$θ a
 

0.077 $θ b
 

0.065

 (3.557)  (3.189)

 [0.0005]  [0.0020]

$η a
 4.149 $ηp

b
 0.503

 {0.200}  (2.497)

 [0.8414] [0.0143]

          注：表２注に同じ。 

             HKG=香港、IDN=インドネシア、KOR=韓国、MYS=マレーシア、 

             OAN=台湾、SGP=シンガポール、THA=タイ
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表５ 

外部経済効果による東アジア・グループの特殊性 

 

資本財輸入モデル 中間財輸入モデル 

 全標本 51 発展途上国32 全標本 51 発展途上国 32 

変数   変数   

    

S SI M+ k  0.032 0.066 SI
n
 0.054 0.091 

 （3.258） (5.219)  (6.451) (8.481) 

 [0.0012] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

D S SI Mk( )+  -0.039 -0.072 D SI
n⋅  -0.035 -0.071 

 (-1.379) (-2.474)  (-1.223) (-2.409) 

 [0.1681] [0.0136]  [0.2215] [0.0163] 

l  1.092 1.477 l  0.802 1.442 

 (5.824) (4.745)  (4.464) (4.590) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

D l⋅  -1.463 -1.849 D l⋅  0.500 -0.139 

 (-5.156) (-4.897)  (1.508) (-0.331) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.1318] [0.7409] 

S xX  0.181 0.380 S xX
n
 0.072 0.106 

 (3.437) (2.910)  (1.411) (1.179) 

 [0.0006] [0.0037]  [0.1584] [0.2388] 

D S xX⋅  0.175 0.053 D S xX
n⋅  0.293 0.259 

 (1.956) (2.230)  (2.402) (1.807) 

 [0.0507] [0.0261]  [0.0164] [0.0711] 

S xN  0.032 0.024 S xN
n
 0.009 -0.004 

 (4.124) (2.174)  (1.184) (-0.382) 

 [0.0000] [0.0300]  [0.2366] [0.7027] 

D S xN⋅  0.045 0.053 D S xN
n⋅  0.058 0.070 

 (1.982) (2.230)  (2.697) (30131) 

 [0.0477] [0.0261]  [0.0071] [0.0018] 

S Mk  
-0.067 -0.182 S vVm m  2.451 4.392 

 (-6.588) (-6.147)  (14.609) (14.037) 

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000] 

D S Mk⋅  0.039 0.155 D S vVm m⋅  -1.947 -3.887 

 (1.338) (3.835)  (-7.525) (-10.495) 

 [0.1810] [0.0001]  [0.0000] [0.0000] 

     

     

R2
 0.592 0.659 R2

 0.638 0.705 

R 2
 0.570 0.638 R 2

 0.614 0.687 

F値 172.15 139.47 F値 201.68 166.92 

 [0.000] [0.000]  [0.000] [0.000] 

標本数 1127 690 標本数 1104 667 

     

注：表3注に同じ。資本財輸入モデル、中間財輸入モデルの東アジアグループは表4に同じ。 
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表６ 

成長要因の分解 

 

資本財輸入モデル 
   

   

  全標本 51 発展途上国32 OECD19 中南米15 東アジア5

   

成長率 &Y
Y
 1.76 2.05 1.27 1.51 3.46

  
(100) (100) (100) (100) (100)

  
 

  
 

定数項 C 0.81 0.60 1.75 -1.60 3.43
  

(45.7) (29.4) (137.4) (-106.0) (99.1)
投資要因 F I

Y
M
Y

K
k

+⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟

 

0.62 1.19 -1.02 1.38 -0.28

  
(35.1) (58.1) (-80.2) (91.5) (-8.0)

労働投入要因 
λ a L

L

&
 0.48 0.58 0.23 2.45 -0.28

  
(27.2) (28.3) (18.0) (162.5) (-8.1)

生産性格差要因 δ
δ

a

a
X
Y

X
X1+

&
 0.11 0.14 0.12 0.01 0.57

  
(6.1) (6.7) (9.4) (0.8) (16.4)

外部経済要因 
θ a N

Y
X
X

&
 0.09 0.06 0.22 0.03 0.29

  
(5.1) (2.7) (17.1) (2.1) (8.4)

輸入資本財 

格差要因 
ηa

K
kF M

Y
 -0.34 -0.52 -0.02 -0.77 -0.27

  
(-19.2) (-25.2) (-1.6) (-51.0) (-7.9)

  

 
 

輸出要因  
0.20 0.20 0.34 0.04 0.86

 

 

 
(11.2) (9.4) (26.5) (2.9) (24.8)

政策・制度要因 

 

 
-0.23 -0.38 0.10 -0.76 0.30

  
(-13.1) (-18.5) (7.8) (-50.2) (8.5)

注：輸出要因は
δ
δ

η
a

a
a

K
KX

Y
X
X

F M
Y1+

+
&δ

δ
θ

a

a
aX

Y
X
X

N
Y

X
X1+

+
& &

、政策･制度要因は で定義される。数値はす

べて％表示で、(・)内は経済成長率を 100％とした場合の各要因の寄与率である。東アジア 5 カ国は香港、韓国、

台湾、シンガポール、タイ。 
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中間財輸入モデル 
  

  

 全標本 51 発展途上国32 OECD19 中南米15 東アジア4

   

成長率 &Y
Y
 1.76 2.05 1.27 1.51 3.46

  
(100) (100) (100) (100) (100)

  
 

定数項 C -0.23 -1.31 0.60 -2.38 0.91
  

(-13.0) (-63.7) (46.9) (-157.4) (26.2)
投資要因 F p I

p Y
K

y

 
0.92 1.27 0.08 1.47 0.48

  
(52.4) (62.0) (6.2) (97.3) (13.8)

労働投入要因 
λ b

y

pL
p L

&
 0.72 1.67 0.13 2.17 0.98

  
(40.9) (81.4) (10.0) (143.9) (28.3)

生産性格差要因 δ
δ

b

b
y

pX
p Y

X
X1+

&

 

0.03 0.03 0.08 0.00 0.61

  
(1.9) (1.5) (6.2) (0.3) (17.6)

外部経済要因 
θ b

y

pN
p Y

X
X

&
 0.05 0.03 0.17 -0.01 0.24

  
(2.6) (1.3) (13.1) (-0.8) (6.9)

輸入中間財 

格差要因 ηp
b m m

m

V
Y

V
V

&
 0.27 0.36 0.22 0.25 0.25

  
(15.3) (17.5) (17.7) (16.8) (7.3)

 
  

輸出要因 
 0.08 0.06 0.25 -0.01 0.85

 

 
 (4.5) (2.8) (19.3) (-0.5) (24.5)

政策･制度要因 

 
 0.30 0.39 0.30 0.25 0.86

 
 (17.2) (19.0) (23.9) (17.1) (24.9)

注：輸出要因は
δ
δ

θ
b

b
y

b

y

pX
p Y

X
X

pN
p Y

X
X1+

+
& & δ

δ
η

b

b
y

p
b m m

m

pX
p Y

X
X

V
Y

V
V1+

+
& &

、政策･制度要因は で定義される。数値

はすべて％表示で、(・)内は経済成長率を 100％とした場合の各要因の寄与率である。東アジア 4 カ国は香港、韓

国、台湾、タイ。 
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付表１ 
国分類 

 
地域 アフリカ アジア オセアニア ヨーロッパ 南アメリカ 北・中央

アメリカ 

途上国32カ国 エジプト 

モロッコ 

チュニジア 

インド 

インドネシア(*)

スリランカ 

マレーシア(*) 

フィリピン 

タイ(*) 

韓国(*) 

香港(*) 

シンガポール(*)

台湾(*) 

イスラエル 

フィジー トルコ 

ギリシャ 

ボリビア 

チリ 

コロンビア 

エクアドル 

パラグアイ 

ペルー 

アルゼンチン 

ブラジル 

ベネズエラ 

ホンジュラス 

コスタリカ 

エルサルバドル 

グァテマラ 

パナマ 

メキシコ 

OECD19 カ国  日本 オーストラ

リア 

ニュージー

ランド 

オーストリア

ベルギー 

デンマーク 

フィンランド

フランス 

西ドイツ 

アイスランド

アイルランド

イタリア 

オランダ 

ノルウェー 

スペイン 

スウェーデン

イギリス 

 カナダ 

アメリカ 

計 51 カ国 3 12 3 16 9 8 

   
注：東アジア 7カ国は(＊)で示し、ラテン・アメリカ 15カ国は南アメリカと北・中央アメリカの途上 
    国 15カ国から構成される。 



付表２ 
東アジア諸国のグループ化 

 
資本財輸入モデル 

生産性格差δによるグループ化 
y c s x
H

X

H K G ID N K O R M YS O AN SG P TH A

= + +

= = = = = =

α ε

α α α α α α α

3 1

0 3 3 3 3 3 3 3: ,
 

IDN,KOR,MYS,OAN,SGP (F=0.7880) 基準値：F0.25(4,110)=1.37 

外部経済効果θによるグループ化 
y c s x
H

N

HKG IDN KOR M YS OAN SGP THA

= + +

= = = = = =

α ε

α α α α α α α

4 2

0 4 4 4 4 4 4 4: ,
 

HKG,KOR,OAN,SGP,THA (F=0.9794) 基準値： F0.25(4,110)=1.37 

輸入資本財格差ηによるグループ化 

( )y c S S S

H

I M k M k

H K G ID N K O R M Y S O A N S G P T H A

H K G ID N K O R M Y S O A N S G P T H A

= + + + +

= = = = = =

= = = = = =

α α ε

α α α α α α α

α α α α α α α

1 5 3

0 1 1 1 1 1 1 1

5 5 5 5 5 5 5

:

,

 

HGK,IDN,OAN (F=1.1899) 基準値： F0.25(4,60)=1.38 

HGK,IDN,SGP (F=1.0073) 基準値： F0.25(4,60)=1.38 

 

 

中間財輸入モデル 

生産性格差δによるグループ化 

y c s x
H

X
n

HKG IDN KOR M YS OAN SGP THA

= + +

= = = = = =

β ε

β β β β β β β

3 4

0 3 3 3 3 3 3 3: ,
 

IDN,KOR,MYS,OANSGP (F=0.9766) 基準値： F0.25(4,110)=1.37 

外部経済効果θによるグループ化 

y c s x
H

N
n

H K G ID N K O R M Y S O A N SG P TH A

= + +

= = = = = =

β ε

β β β β β β β

4 5

0 4 4 4 4 4 4 4: .
 

HGK,KOR,OAN,THA (F=1.3977) 基準値： F0.25(3,88)=1.40 

輸入中間財格差ηによるグループ化 
y c s v
H

V m m

H K G ID N K O R M Y S O A N S G P T H A

= + +

= = = = = =

β ε

β β β β β β β

5 5

0 5 5 5 5 5 5 5: .
 

IDN,KOR,MYS,THA (F=0.4338) 基準値： F0.25(3,88)=1.40 

 

注： HKG=香港、IDN=インドネシア、KOR=韓国、MYS=マレーシア、OAN=台

湾、SGP=シンガポール、THA=タイ 
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付表３ 
東アジアのグループ化による推計結果 

   

資本財輸入モデル 

  

 δによるグループ化 θによるグループ化 ηによるグループ化 

 IDN,KOR,MYS,

OAN,SGP

HKG,KOR,OAN,

SGP,THA

HKG,IDN,OAN HKG,IDN,SGP 

係数(変数)     

  

$ ( )α1 S SI Mk+  -0.088 -0.007 -0.066 -0.057 

 (-4.089) (-0.249) (-2.537) (-2.354) 

 [0.0001] [0.8038] [0.0135] [0.0215] 

$ ( )α2 l  -0.787 -0.371 1.588 -0.403 

 (-3.183) (-1.708) (3.571) (-1.539) 

 [0.0019] [0.0903] [0.0007] [0.1285] 

$ ( )α3 S xX  0.248 0.356 0.377 0.384 

 (3.292) (4.809) (3.940) (4.319) 

 [0.0013] [0.0000] [0.0002] [0.0001] 

$ ( )α4 S xN  0.022 0.077 0.046 -0.114 

 (0.959) (3.557) (2.244) (-2.276) 

 [0.3394] [0.0005] [0.0281] [0.0261] 

$ ( )α5 S Mk  
0.058 -0.028 0.065 0.010 

 (2.485) (-1.000) (2.003) (0.393) 

 [0.0144] [0.3194] [0.0493] [0.6958] 

  

R2
 0.629 0.450 0.666 0.480 

R 2
 0.597 0.403 0.628 0.421 

F値 44.54 21.50 30.46 14.10 

 [0.0000] [0.0000] [0.0000] [0.0000] 

標本数 115 115 69 69 

  

  

$δ a
 

0.330 0.554 0.604 0.623 

 {2.475} {3.096} {2.456} {2.661} 

 [0.0134] < [0.001] [0.0140] [0.0078] 

$θ a
 

0.022 0.077 0.046 -0.114 

 (0.959) (3.557) (2.244) (-2.276) 

 [0.3394] [0.0005] [0.0281] [0.0261] 

$η a
 -0.665 4.149 -0.985 -0.180 

 {-5.394} {0.200} {-3.509} {-0.466} 

 < [0.001] [0.8414] < [0.001] [0.8414] 
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中間財輸入モデル 

    

 δによるグループ化 θによるグループ化 ηによるグループ化 

 IDN,KOR,MYS,

OAN,SGP

HKG,KOR,OAN,

THA

IDN,KOR,MYS, 

THA 

係数(変数)  

  

$ ( )β1 SI
n
 

-0.082 0.019 -0.054 

 (-3.617) (0.681) (-2.276) 

 [0.0004] [0.4977] [0.0252] 

$ ( )β2 l  -0.057 1.302 1.082 

 (-0.139) (4.566) (1.559) 

 [0.8898] [0.0000] [0.1225] 

$ ( )β3 S xX
n
 

-0.107 0.365 -0.864 

 (-1.075) (3.208) (-2.904) 

 [0.2845] [0.0018] [0.0046] 

$ ( )β4 S xN
n

 
0.016 0.065 -0.050 

 (0.749) (3.189) (-1.748) 

 [0.4556] [0.0020] [0.0839] 

$ ( )β5 S vVm m  
0.817 0.503 6.822 

 (2.747) (2.497) (8.266) 

 [0.0070] [0.0143] [0.0000] 

  

R2
 0.529 0.629 0.688 

R 2
 0.489 0.594 0.658 

F値 29.53 35.25 45.76 

 [0.0000] [0.0000] [0.0000] 

標本数 115 92 92 

  

  

$δ b
 

-0.096 0.574 -0.464 

 {-1.190} {2.038} {-5.413} 

 [0.2340] [0.0414] < [0.001] 

$θ b
 

0.016 0.065 -0.050 

 (0.749) (3.189) (-1.748) 

 [0.4556] [0.0020] [0.0839] 

$ηp
b
 0.817 0.503 6.822 

 (2.747) (2.497) (8.266) 

 [0.0070] [0.0143] [0.0000] 

注：表２注に同じ。 

 HKG=香港、IDN=インドネシア、KOR=韓国、MYS=マレーシア、OAN=台湾、SGP=シン

ガポール、THA=タイ 
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付表４ 

インドネシアとマレーシアのグループ化 
 

資本財輸入モデル 

生産性格差δによるグループ化 

F =1.126   ＜ 基準値F0.25(1,44)=1.36 

外部経済効果θによるグループ化 

F =0.037   ＜ 基準値F0.25(1,44)=1.36 

輸入資本財格差ηによるグループ化 

F =4.657   ＞ F0.25(2,40)=1.44 

 
中間財輸入効果 

生産性格差δによるグループ化 

F =0.402   ＜ 基準値F0.25(1,44)=1.36 

外部経済効果θによるグループ化 

F =0.264   ＜ 基準値F0.25(1,44)=1.36 

輸入中間財格差ηによるグループ化 

F =0.325   ＜ 基準値F0.25(1,44)=1.36 

 

 



 
 
 
 
 
 

付表５ 
インドネシアとマレーシアの推計結果 

 
資本財輸入モデル 中間財輸入モデル 

    
$δ a
 4.779 $δ b

 -0.478 
 

{0.309}  {-4.353} 
 

[0.7566]  <[0.0001]
$θ a
 -0.248 $θ b

 -0.220 
 

(-3.738)  (-4.116) 
 

[0.0005]  [0.0002] 

$η a
 -1.046 $ηp

b
 7.025 

 {-4.187}  {5.815} 

 <[0.0001]  <[0.0001]

注：(･)内はt値、{･}内はｚ値（本文参照）、[・]内はp

値である。 

 

 46



付表６ 
インドネシアとマレーシアの特殊性 

 
資本財輸入モデル 中間財輸入モデル 

全標本51 発展途上国32 全標本51 発展途上国32

変数   変数   

  

S SI M+ k  0.032 0.066 SI
n
 0.054 0.091

 (3.258) (5.218)  (6.449) (8.469)

 [0.0012] [0.0000]  [0.0000] [0.0000]

D S SI Mk( )+ -0.165 -0.198 D SI
n⋅  -0.100 -0.137

 (-3.623) (-4.296)  (-2.660) (-3.545)

 [0.0003] [0.0000]  [0.0079] [0.0004]

l  1.092 1.477 l  0.802 1.442

 (5.824) (4.745)  (4.463) (4.583)

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000]

D l⋅  -3.994 -4.379 D l⋅  -0.825 -1.464

 (-1.986) (-2.161)  (-0.477) (-0.833)

 [0.0473] [0.0311]  [0.6334] [0.4053]

S xX  0.181 0.380 S xX
n
 0.072 0.106

 (3.437) (2.910)  (1.411) (1.177)

 [0.0006] [0.0037]  [0.1586] [0.2395]

D S xX⋅  0.646 0.447 D S xX
n⋅  -0.992 -1.026

 (1.443) (0.964)  (-2.578) (-2.603)

 [0.1494] [0.3355]  [0.0101] [0.0095]

S xN  0.032 0.024 S xN
n
 0.009 -0.004

 (4.124) (2.174)  (1.184) (-0.381)

 [0.0000] [0.0301]  [0.2367] [0.7031]

D S xN⋅  -0.281 -0.272 D S xN
n⋅  -0.229 -0.217

 (-4.370) (-4.208)  (-4.500) (-4.205)

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000]

S Mk  
-0.067 -0.182 S vVm m  2.451 4.392

 (-6.587) (-6.146)  (14.605) (14.017)

 [0.0000] [0.0000]  [0.0000] [0.0000]

D S Mk⋅  0.205 0.321 D S vVm m⋅ 4.556 2.616

 (3.150) (4.527)  (3.948) (2.196)

 [0.0017] [0.0000]  [0.0001] [0.0285]

    

    

R2
 0.479 0.514 R2

 0.552 0.615

R 2
 0.450 0.484 R 2

 0.527 0.591

F値 102.15 68.59 F値 137.05 103.62

 [0.000] [0.000]  [0.000] [0.000]

標本数 1058 621 標本数 1058 621

注：(･)内はt値、{･}内はｚ値（本文参照）、[・]内はp値である。Dで始まる変数は各変数のダミーである

ことを示す。 
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